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　2005年に施行された発達障害者支援法 2 条（最終改正2016年 6 月）によると、「発達障害者」は
「発達障害がある者であって発達障害及び社会的障壁により日常生活又は社会生活に制限を受ける
もの」（同条 2 項）をいい、「発達障害」は「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、
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疑いがある者およびこれに準じた者で処遇上の配慮を要する者、旧特殊教育課程 H 2 ）に該当し、
2 年以内の期間で障害等その特性に応じた社会生活に適応する生活態度・対人関係を身につけるた





















































































































（ 1 ） データが存在しない背景として、大規模な疫学的調査が実施されていないということもある。こ
の点に関して、桝屋二郎「精神医療から考える障害のある人の触法支援～発達障害を中心に②～」
アスペハート13巻 2 号（2014年）112-113頁。
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（ 3 ） 平成28年版犯罪白書によると、平成27年における精神障害者等（精神障害者及び精神障害の疑い
のある者）による刑法犯の検挙人員の総数は3,950人であり、検挙人員総数239,555人の1.7％に過ぎ
ない。
（ 4 ） この点に関して、中島豊爾「精神障害と犯罪－一般精神科臨床から見た軽度発達障害の意義－」
犯罪心理学研究39巻特別号（2001年）143頁。
（ 5 ） 本法にいう「社会的障壁」は、発達障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁
となるような社会における事物、制度、慣行、観念、その他一切のものをいう（ 2 条 3 項）。この
定義は障害者基本法 2 条 2 項と同義である。










（ 8 ） 「その他厚生労働省令で定める障害」は、心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害（自閉症、
アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥 [ 如 ] 多動性障害、言語の障害
及び協調運動の障害を除く）」である（同法施行規則）。
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神医療 No.61（2011年）24頁以下、十一元三「少年・成人の司法事例と広汎性発達障害」発達障害
研究34巻 2 号（2012年）109頁以下。









































（21） N 2 課程を実施する施設は、帯広少年院、紫明女子学院、青葉女子学園、榛名女子学園、神奈川


























（30） この点に関して、辻川圭乃「発達障害者支援に関する法整備」法律のひろば69巻 4 号（2016年）
16-17頁。











罪と罰53巻 4 号（2016年） 5 頁以下、鈴木朋子「ドキュメント・東京地検 社会復帰支援室～ 3 年
間で1,200件 !! その驚きの内幕～」罪と罰53巻 4 号（2016年）62頁以下、目黒由幸＝千田早苗「仙台
地検における入口支援」法律のひろば67巻12号（2014年）13頁以下。
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者に対する『入口支援』の可能性 - 島根県で取り組んだ B 氏事例を通じて -」島根大学社会福祉論集




















（43） この点に関して、藤川洋子「発達障害事例への治療的アプローチ」精神療法41巻 1 号（2015年）
45頁。筆者は、発達障害を抱えている場合、法律やルールが何を要求しているか、いったん犯して
しまった後、何をどう反省したらよいかについての直観的な理解が難しいため、何が間違いかを理
解させ、自制力を身につけさせるためには、しっかり構成され矛盾を含まない「説明」と社会適応
に向けて実効性のある「トレーニング」が必要であるとする。同様の指摘をするものとして、青
島多津子「罪を背負って広汎性発達障害を生きる」臨床心理学14巻 6 号（2014年）838-839頁。桝
屋・前掲註（ 1 ）68頁は、自閉症スペクトラム障がい者に特化したエビデンスのある矯正方法は世
界的にみても存在していないため、障害特性に十分に配慮しながら既存の矯正のためのエビデンス
のある支援・介入を応用していくことが現状でできる最善の支援・介入であるとする。また、金
子陽子他「発達障害の少年と矯正教育－発達障害のある少年は少年院で何を学ぶか」司法福祉学研
究13号（2013年）203頁は、罪を犯した発達障がい者の矯正では、①発達障害という一次障害のケ
ア、②発達障害への無理解から生じる周囲の不適切な対応や支援の不足が引き起こす既存の二次障
害のケア、③今後の新たな二次障害の発生を防ぐ環境調整などのケアの 3 点が必要であるとする。
同様の見解として、桝屋・前掲註（ 1 ）115-116頁。その他、加藤・前掲註（40）1155頁は、処遇
上のハード面の問題点として、集団的処遇の困難さから単独室増設の必要性を指摘している。
